
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年６月27日

【事業年度】 第110期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

【会社名】 日本鋳鉄管株式会社

【英訳名】 NIPPON CHUTETSUKAN K.K.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　 笹　田　幹　雄

【本店の所在の場所】 東京都中央区築地二丁目12番10号

　（築地ＭＦビル26号館内）

(同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は「最寄りの連絡場

所」で行っております。)

【電話番号】 0480（85）1101（代）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 安　田　　　勉

【最寄りの連絡場所】 埼玉県久喜市菖蒲町昭和沼１番地

　（日本鋳鉄管株式会社本社・工場）

【電話番号】 0480（85）1101（代）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 安　田　　　勉

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号）
 

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

 1/86



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

（1） 連結経営指標等

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 15,189 14,349 14,419 14,274 14,074

経常利益 (百万円) 1,435 917 1,050 1,542 1,378

当期純利益 (百万円) 963 431 619 975 828

包括利益 (百万円) ― 440 639 1,003 854

純資産額 (百万円) 8,840 9,212 9,751 10,620 11,062

総資産額 (百万円) 19,605 18,275 18,151 17,818 18,727

１株当たり純資産額 (円) 265.39 276.29 292.15 318.08 330.91

１株当たり当期純利益金額 (円) 29.29 13.10 18.82 29.63 25.17

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.6 49.8 53.0 58.7 58.1

自己資本利益率 (％) 11.68 4.84 6.62 9.71 7.76

株価収益率 (倍) 4.85 16.18 10.95 8.47 9.18

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 605 2,189 2,073 1,589 726

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 502 △607 △1,140 △697 △771

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △ 1,258 △1,881 △829 △1,346 118

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 2,149 1,849 1,952 1,498 1,572

従業員数 (名) 353 326 308 307 300
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当社グループ

外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）
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（2） 提出会社の経営指標等

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 13,377 11,991 12,232 12,126 12,183

経常利益 (百万円) 1,200 646 875 1,445 1,179

当期純利益 (百万円) 797 252 535 939 727

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749

純資産額 (百万円) 8,286 8,467 8,904 9,721 10,155

総資産額 (百万円) 17,389 16,354 16,221 16,123 16,971

１株当たり純資産額 (円) 251.79 257.27 270.58 295.44 308.61

１株当たり配当額

(１株当たり

中間配当額)

(円)

2.00 3.00 4.00 6.00 6.00

(―) (―) (―) (―) (3.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 24.24 7.68 16.27 28.56 22.12

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.7 51.8 54.9 60.3 59.8

自己資本利益率 (％) 10.12 3.02 6.16 10.09 7.32

株価収益率 (倍) 5.86 27.60 12.66 8.79 10.44

配当性向 (％) 8.25 39.06 24.59 21.01 27.12

従業員数 (名) 297 273 256 251 246
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出向者を除

き、他社から当社への出向者を含んでおります。）
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２ 【沿革】

昭和12年10月 東洋精機株式会社を埼玉県蕨市に設立、資本金48万円。

昭和14年２月 社名を東洋精工業株式会社と変更、内燃機関用ピストン及びピストンリングを製

造。

昭和24年12月 ガス、水道用鋳鉄管（立型鋳鉄管）の製造を開始。

昭和27年３月 東京営業所を開設。

昭和29年９月 遠心力砂型鋳鉄管の製造開始。

昭和35年１月 社名を日本鋳鉄管株式会社と変更、資本金１億5,000万円。

昭和37年１月 本社を東京に移す。

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年５月 ダクタイル鋳鉄管（大口径管）の製造を開始。

昭和40年12月 建設業法による大臣登録の認可を受ける。

昭和42年４月 中部支社（名古屋市）を開設。

昭和44年７月 東北支社（仙台市）を開設。

昭和51年１月 北海道支社（札幌市）を開設。

昭和53年６月 倉庫業務、運送業務を開始。

昭和56年５月 工場を埼玉県久喜市菖蒲町へ全面移転。

昭和61年３月 鉄蓋工場（埼玉県久喜市）を買収し、製造を開始。

平成元年８月 多目的鋳造設備を導入。

平成５年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成８年３月 第１回無担保転換社債（調達資金30億円）の発行。

平成９年４月 日鋳商事株式会社の全株式を取得（現・連結子会社）。

平成10年１月 レジンコンクリート管の製造を開始。

平成10年８月 ポリエチレン管の製造を開始。

平成12年９月 九州支社（福岡市）を開設。

平成13年11月 日鋳サービス株式会社を設立（現・連結子会社）。

平成15年４月 エンジニアリング事業を開始。

平成16年１月 株式会社鶴見工材センターを設立（現・連結子会社）。

平成18年２月 利根鉄工株式会社の株式を取得（現・連結子会社）。

平成21年10月 本社を埼玉県久喜市菖蒲町の工場へ全面移転。

平成21年11月 東京事務所（本店）を開設。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と連結子会社４社及びその他の関係会社２社で構成され、上下水道・ガス用資材であるダ

クタイル鋳鉄製品（鋳鉄管、鉄蓋）、樹脂管及び関連付属品の製造販売を主な事業としており、さらに倉庫業、道路

貨物運送業及び「産業廃棄物の運搬及び積み替え保管事業」等を展開しております。

当社グループの事業内容と、当社及び主要な関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりでありす。

なお、下記区分は後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］の注記に掲げる［セグメント情報］の区分と同

一であります。

 

 
日鋳商事株式会社 当社の販売店

株式会社鶴見工材センター ガス用配管材等の保管及び運送

日鋳サービス株式会社 鉄管類リサイクル事業等

利根鉄工株式会社 異形管等の製造

JFEスチール株式会社 原材料等の購入等
 

 

 
事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

（連結子会社）   
ダクタイル鋳鉄関連,

樹脂管・ガス関連

  

日鋳商事㈱
(注)２，５

埼玉県
戸田市

28 100.0
・役員の兼任２名
・営業上の取引

当社製品の販売店

      

㈱鶴見工材センター
神奈川県
横浜市
鶴見区

50 樹脂管・ガス関連 60.0

・役員の兼任３名
・営業上の取引

ガス用配管材等の保管

及び輸送の委託先

      

日鋳サービス㈱
神奈川県
横浜市
鶴見区

40 樹脂管・ガス関連 100.0
・役員の兼任４名
・営業上の取引

原材料の購入先

      

利根鉄工㈱
群馬県
佐波郡
玉村町

20
ダクタイル鋳鉄関連,

樹脂管・ガス関連
100.0

・役員の兼任３名
・営業上の取引

当社製品の製造
・資金援助

同社に対する資金融資

      
(その他の関係会社)      
ジェイ エフ イー

ホールディングス㈱
(注)３

東京都
千代田区

147,143

鉄鋼業、総合エンジニ

アリング業等を行う子

会社の持株会社

0.0
（30.0）
〔30.0〕

ＪＦＥスチール株式会社

の完全親会社

      
ＪＦＥスチール㈱

 
東京都
千代田区

239,644 鉄鋼事業
（29.3）

〔 0.1〕
・営業上の取引

原材料等の購入先
 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　有価証券報告書提出会社であります。

４　「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の〔内書〕は間接被所有割合であります。

５　日鋳商事株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。
 

主要な損益情報等 ①　売上高 2,369 百万円

 ②  経常利益 26 　〃

 ③　当期純利益 17 　〃

 ④　純資産額 155 　〃

 ⑤　総資産額 1,351 　〃
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５ 【従業員の状況】

（1） 連結会社の状況

平成26年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 250

樹脂管・ガス関連 28

全社（共通） 22

合計 300
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当社グループ

外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）

２　全社（共通）は、当社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（2） 提出会社の状況

平成26年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

246 42.0 17.7 6,002
 

 

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 215

樹脂管・ガス関連 9

全社（共通） 22

合計 246
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出向者を除

き、他社から当社への出向者を含んでおります。）

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（3） 労働組合の状況

当社グループには、ＪＡＭ日本鋳鉄管労働組合が組織されており、平成26年３月31日現在組合員数は207名であ

ります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

（1） 業績

連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）におけるわが国経済は、政府の経済政策等により、円

高修正や株高の影響もあり、景気については緩やかな回復傾向にあるものの、消費増税後の景気減速懸念等で先

行きは不透明な状況となっております。

当社グループを取りまく環境は、主力である水道用鋳鉄管類については、全国的に新型耐震管の需要は堅調に

推移したものの、都市部においては市況が軟化するなど厳しい環境となりました。

このような環境のなか当社グループは、昨年度に引き続き「事業の選択と集中」、「キャッシュ・フロー重視

の経営」及び「間接部門のスリム化」に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の経営成績は以下のとおりとなっております。

 
売上高につきましては鋳鉄管類の販売量が減少したこと等により、好調だった前連結会計年度と比べ１億99百

万円（前連結会計年度比1.4％）減少し、140億74百万円となりました。

損益につきましては、販売費及び一般管理費が合理化施策等により、前連結会計年度と比べ69百万円減少した

ものの、売上高減少と原材料高等により、営業利益は前連結会計年度と比べ１億76百万円（前連結会計年度比

11.9％）減少し、13億16百万円となりました。経常利益につきましても同様に、前連結会計年度と比べ１億63百

万円（前連結会計年度比10.6％）減少し、13億78百万円となりました。

当期純利益につきましては、経常利益の減少等により、前連結会計年度と比べ１億46百万円（前連結会計年度

比15.0％）減少し、８億28百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。
　

① ダクタイル鋳鉄関連

主力の水道用ダクタイル鋳鉄管につきましては、都市部を中心に販売量が減少したため、売上高は前連結会計年

度と比べ556百万円（4.4％）減収の120億58百万円となりました。

セグメント利益（営業利益）につきましては、売上高減少と原材料高等により、前連結会計年度と比べ２億56百

万円（20.2％）減益で10億12百万円となりました。

 

② 樹脂管・ガス関連

ガス用ポリエチレン管及びガス用資材の販売、倉庫・運送業が好調に推移したため、売上高は前連結会計年度と

比べ363百万円（21.5％）増収の20億57百万円となりました。

セグメント利益（営業利益）につきましては、売上高増加と合理化施策等により、前連結会計年度と比べ84百万

円（37.8％）増益で３億７百万円となりました。
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（2） キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結べースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、15億72百万円と前連結

会計年度末と比べ74百万円(前連結会計年度末比4.9％)の増加となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、７億26百万円(前連結会計年度は15億89百万円の増加)となりました。

これは法人税等の支払額７億65百万円、たな卸資産の増加３億50百万円に伴う資金の支出があったものの、税金

等調整前当期純利益13億57百万円、減価償却費８億71百万円等が支出を上回ったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、７億71百万円(前連結会計年度は６億97百万円の減少)となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出７億33百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は１億18百万円(前連結会計年度は13億46百万円の減少)となりました。

これは主に長期借入金の返済による支出６億53百万円、配当金の支払額２億94百万円に伴う資金の支出があった

ものの、短期借入金の純増額11億円が上回ったことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 9,748 △8.5

樹脂管・ガス関連 933 +39.6

合計 10,682 △5.7
 

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　金額は販売価格を以って計上しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,048 △1.6 1,705 △0.6

樹脂管・ガス関連 2,017 +21.6 5 +42.4

合計 14,066 +1.2 1,711 △0.5
 

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,058 △4.4

樹脂管・ガス関連 2,016 21.5

合計 14,074 △1.4
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。
 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

太三機工㈱ 2,536 17.8 2,657 18.9

安田㈱ 2,383 16.7 2,227 15.8

東京瓦斯㈱ ― ― 1,579 11.2
 

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、東京瓦斯㈱につきましては前連結会計年度の販売

高の割合が１０％未満であったため、販売高及び割合（％）の記載を省略しております。
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３ 【対処すべき課題】

（1）会社の経営の基本方針

当社は上下水道、ガス、情報通信を中心とした地域インフラ整備に対して、鋳鉄管、鉄蓋、樹脂管及び関連資

材の供給を中心とした事業展開を図っております。しかしながら、公共事業費縮減のなか、水道用鋳鉄管の分野

においても国内需要の動向、不安定な販売価格などの事業環境は引き続き厳しさが予想されます。

このような環境のなか、当社は、コア事業の収益力を抜本的に強化するとともに、当社の技術力を生かした新

分野・新商品への展開、さらには財務体力の強化を図ることにより強固な経営基盤を構築し、継続的に株主等の

ステークホルダーの期待に応えることを基本方針としております。

 

（2）対処すべき課題

当社は、平成23年11月に向こう３年間を展望した中期経営計画を策定致しました。この計画において、経営の

基本方針を下記の４項目に具体化し、着実に実施することにより安定的に収益が確保できる経営基盤を確立して

いきます。

 

①　主力製品の競争力強化

水道用鋳鉄管の需要増が望めず、原材料価格が不安定な状況のなか、当社のコア事業として鋳鉄管事業等の

収益力を強化する必要があります。そのためには適切な販売価格の維持・改善に加えコスト競争力の確保と技

術開発力の強化が不可欠と考えております。

 

ア）コスト競争力の確保

・鋳鉄管業界での最高のコスト競争力を確保する

・新型耐震管（ＧＸ管）の原価低減を図る

イ）技術開発力の強化

・超耐食塗装ラインの立ち上げ（外径300、400のＧＸ管用）

・ＥＶＳ鉄蓋（食い込み・ガタツキ防止）の販売拡大、等

 

②　キャッシュ・フロー重視の経営

当社の経営基盤を強化するためには、収益力の向上に加え財務体力の強化が課題となります。財務体力を強

化するためには、自己資本の充実とあわせ、有利子負債の削減が不可欠ですが、そのために継続的な製品在庫

の圧縮、設備投資の厳選（投資効果による優先選択）などによりフリーキャッシュ・フローの改善に努めてま

いります。

 

③　間接部門のスリム化

営業、製造部門など直接部門における要員の最適配置に加え、間接部門においても業務内容を全面的に点

検・精査し、業務の絞込み・効率化を推進してまいります。

 

④　品質、安全、コンプライアンス

トレーサビリティーシステム（鉄管１本毎の製造・出荷履歴管理）のレベルアップなど品質管理の強化に加

え、製造会社として最も重視すべき安全、コンプライアンスについて、今後ともその重要性を社内に徹底し、

顧客及び社会から一層信頼される会社を目指します。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

11/86



 

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

 

（1） 原材料の価格変動

当社は主たる商品を素材から製造しており、原材料の製造原価に占める割合は約５割となっております。鋼

屑、コークス及び石油関連製品の購入価格が国際市況の影響を受け大幅に変動する場合があります。従って、原

材料価格の変動は当社の業績を大きく左右する要因となっております。

 

（2） 取引先（市場）について

当社グループが取り扱う商品の多くは、地方自治体等の公共事業向けとなるため、各年度の公共事業予算に依

存しております。従って、公共事業予算が大きく変動した場合、国内需要及び市況価格が変動し、当社グループ

の売上高及び業績に大きな影響を与える可能性があります。

 

（3） 貸倒損失の発生リスク

当社は、鋳鉄管等の上下水道用資機材を主に各地域の特約店を経由して配管工事業者等に販売しております。

当社の販売先である特約店については、各社の規模、財務状況等を精査し与信額を決定しておりますが、予期せ

ぬ原因で特約店向けの債権の回収が困難になるリスクがあります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

（業務提携基本契約）

 

契約会社名 契約の相手先 契約締結日 契約内容 契約期間

提出会社 株式会社栗本鐵工所 平成14年６月25日

鋳鉄管事業等での生産・

物流・購買・技術分野に

おける業務提携

自　平成14年６月25日
至　平成27年６月24日

 

 

（連結子会社の吸収合併）

当社は、平成25年11月28日開催の取締役会において、平成26年４月１日付で当社の連結子会社である利根鉄工株式会

社を吸収合併することを決議し、平成26年４月１日をもって合併を完了いたしました。

詳細については、「第５　経理の状況　２ 財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項 （重要な後発事象）」に記載して

おります。
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、産業活動や日々の生活に欠かせない水・エネルギー・情報・通信など

を輸送・供給するための各種管材料及びその他の商品を提供することにより、社会に貢献することを会社存立の基

本理念としてまいりました

そのなかで、技術対応として商品開発、施工技術及び品質保証の強化を行い、次世代を見据えた「Ｏｎｌｙ１」

商品の育成を推進するとともに、外部各種団体の研究会に参加し、市場動向と研究開発の情報収集に努めてまいり

ました。製造部門においても、技術開発による生産性と品質の向上をはかり、収益の改善及び企業体質の強化を目

指しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は17百万円であり、各セグメント別の研究の目的、主要課

題、研究成果は次のとおりであります。

 

（1） ダクタイル鋳鉄関連

水道用ダクタイル鉄管の主力商品である耐震管（高機能ダクタイル鉄管：安心・快適・安定した水供給、丈夫

で長持ちの機能を有する）については、平成22年10月に小口径用ＧＸ形ダクタイル鉄管が日本ダクタイル鉄管協

会規格化され、製造試験の後、量産設備の立ち上げを行い、販売を開始しております。また、平成25年３月には

小口径用ＧＸ形ダクタイル鉄管が日本水道協会規格化され、平成25年12月から日本水道協会規格合格製品を販売

しております。さらに、平成26年２月に中口径ＧＸ形ダクタイル鉄管が日本ダクタイル鉄管協会規格化され、販

売を開始いたしました。これらのＧＸ形ダクタイル鉄管には、当社が長寿命化を目的として開発した超耐食塗装

を施しております。

鉄蓋につきましては、当社の独自技術を付加した新型鉄蓋(ＥＶＳ構造)の開発が完了し、販売を開始しまし

た。今後はさらに適用口径拡大を計画しております。

また、ダクタイル鋳鉄の素材研究と生産技術向上のために、ＪＦＥグループ会社の一員として研究部会で活動

するとともに、各種研究団体での活動を継続して行っております。

当連結会計年度におけるダクタイル鋳鉄関連に係る研究開発費は14百万円であります。

 

（2） 樹脂管・ガス関連

都市ガス供給用配管材のポリエチレン管化が急速に進むなか、これに対応させた新たな配管接合方式をガス会

社殿と共同で研究開発を行い、一部商品は販売を開始しました。簡便且つ確実な配管を目的としたこの開発構造

の使用用途は広く、工事用部材から本支管常用設置部材に至るまで幅広い市場要求に応えるものであります。

また、配管電気防食用継手や浅層埋設対応用レジンコンクリートボックスを開発し、平成25年度から販売開始

しております。

当連結会計年度における樹脂管・ガス関連に係る研究開発費は２百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1） 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が140億74百万円（前連結会計年度に比べ１億99百万円

（1.4％）の減収）、営業利益13億16百万円（前連結会計年度に比べ１億76百万円（11.9％）の減益）、経常利益

13億78百万円（前連結会計年度に比べ１億63百万円（10.6％）の減益）となりました。

また、当期純利益につきましては８億28百万円（前連結会計年度に比べ１億46百万円（15.0％）の減益）とな

りました。

 

① 売上高

売上高は140億74百万円と前連結会計年度に比べ１億99百万円（1.4％）の減収となり、ほぼ前連結会計年度並

みとなりました。

 

② 営業利益

販売費及び一般管理費が合理化施策等により、前連結会計年度と比べ69百万円減少したものの、売上高減少と原

材料高等により、営業利益は13億16百万円と前連結会計年度に比べ１億76百万円（11.9％）の減益となりました。

 

③ 経常利益

営業利益の減少により、経常利益は13億78百万円と前連結会計年度に比べ１億63百万円（10.6％）の減益となり

ました。

 

④ 当期純利益

経常利益の減少により、当期純利益は８億28百万円と前連結会計年度に比べ１億46百万円（15.0％）の減益とな

りました。

 

（2） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により資金が７億26百万円増加しましたが、有

形固定資産の取得による支出７億33百万円等があったため、投資活動による資金については、７億71百万円減少し

ました。

その結果、フリーキャッシュ・フローは44百万円の支出となりました。

これに対し財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、短期借入金の増加11億等があり、当連結会計年度にお

ける現金及び現金同等物は74百万円の増加となりました。

 

② 有利子負債の状況

当連結会計年度は、営業活動によるキャッシュ・フローが前連結会計年度に比べ減少したため、有利子負債（但

し、リース債務は除く。）を４億46百万円調達した結果、当連結会計年度末の有利子負債は25億55百万円となりま

した。

 

③ 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、187億27百万円と前連結会計年度末と比べ９億９百万円増加しました。

これは主に「商品及び製品」が３億91百万円増加したことと、新型耐震管(ＧＸ管)溶射装置の設備投資により

「機械装置及び運搬具」の増加３億６百万円によるものであります。

負債合計は、76億64百万円と前連結会計年度末と比べ４億67百万円増加しました。

これは主に「長期借入金」（１年以内返済予定の長期借入金は除く）が３億65百万円減少したことと、「短期借

入金」が８億12百万円増加したことによるものであります。

純資産合計は、110億62百万円と前連結会計年度末と比べ４億42百万円増加しました。

これは主に当期純利益により利益剰余金が８億28百万円増加したことによるものであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、生産の合理化及び設備の更新に重点を置き、合わせて当連結会計年度に

おいては、新型耐震管(ＧＸ管)溶射装置への設備投資を行っております。

 

当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まない。）等の総額は11億76

百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

（1） ダクタイル鋳鉄関連

提出会社の工場において大管溶射ショットブラスト設備、大管溶射装置等で総額11億61百万円の設備投資を行

いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

（2） 樹脂管・ガス関連

連結子会社の日鋳サービス株式会社において事業所内整備工事等で総額14百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

（1） 提出会社

平成26年３月31日現在

事業所名

（所在地）

セグメントの
名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数
(名)

建物及び

構築物

機械装置

及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日本鋳鉄管株式会社

本社・工場 ダクタイル
鋳鉄関連

鋳鉄管、
鉄蓋生産
設備

861 2,427

2,215

297 5,801 202 （ 116）

（埼玉県久喜市） ［ 19］

鉄蓋精整工場 ダクタイル
鋳鉄関連、
樹脂管・

ガス関連

鉄蓋精整
設備、
レジンコン
クリート製
品生産設備

4 23

148

1 176 3

（埼玉県久喜市） （  3）

樹脂管工場
樹脂管・

ガス関連

樹脂管
生産設備

31 1

345

― 379 7
（埼玉県久喜市） （  8）

 

 

（2） 国内子会社

平成26年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数
(名)

建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日鋳商事
株式会社

本社・倉庫
ダクタイル
鋳鉄関連

リース資産
(車両)等

2 ―

―

23 26 17(埼玉県
戸田市)他

（ ―）

［  1］

株式会社
鶴見工材

センター

本社
樹脂管・

ガス関連
倉庫設備 186 3

―

4 194 16(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（ ―）

［ 18］

日鋳サー
ビス
株式会社

本社
樹脂管・

ガス関連

事務所、作
業場設備、
マグネット
ユンボ等

19 5

―

0 25 3(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（ ―）

［  0］

利根鉄工

株式会社

本社・工場 ダクタイル
鋳鉄関連、
樹脂管・

ガス関連

異形管、

鉄蓋等

製造設備

128 141

300

21 592 18(群馬県佐波郡
玉村町)

（  9）
 

　
(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産の合計であります。

４　提出会社においては、土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は69百万円であります。また、

土地及び建物の一部を賃貸しております。年間賃貸料は19百万円であります。なお、賃借している土地の面

積については、[　　] で外書きしております。

５　主要な設備のうち連結会社以外から賃借している主な設備内容は、下記のとおりであります。
 

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容 台数

リース

期間

年間

リース料

（百万円）

リース契約

残高

（百万円）

日本鋳鉄管株式

会社本社・工場 ダクタイル
鋳鉄関連

ＧＸ型枠 １式 ４年 49 150

（埼玉県久喜市）
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設

重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2） 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,000,000

計 128,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数（株）
(平成26年３月31日)

提出日現在

発行数（株）
(平成26年６月27日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,749 32,930,749
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株で
あります。

計 32,930,749 32,930,749 ― ―
 

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額

 
（百万円）

資本金残高

 
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成８年４月１日～

平成９年３月31日
（注）

930 32,930 255 1,855 255 264

 

(注) 転換社債の株式転換による増加
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（6）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数(人) ― 21 37 40 43 ― 3,233 3,374 ―

所有株式数
（単元）

― 3,683 2,218 14,778 1,380 ― 10,825 32,884 46,749

所有株式数
の割合（％）

― 11.2 6.8 44.9 4.2 ― 32.9 100.0 ―
 

(注) １　自己株式24,661株は、「個人その他」に24単元、「単元未満株式の状況」に661株含まれております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

 

（7）【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合（％）

ＪＦＥスチール株式会社
東京都千代田区内幸町２丁目２―
３

9,600 29.2

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５―20 3,333 10.1

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 862 2.6

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11―３ 854 2.6

渡辺倉庫株式会社 東京都港区浜松町２丁目４―21 600 1.8

株式会社証券ジャパン
東京都中央区日本橋茅場町１丁目
２－18

598 1.8

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ
ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ
ＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人　シティバンク銀行株
式会社）

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　Ｓ
ＴＲＥＥＴ，　ＮＹ，　ＮＹ　１
００１３，　ＵＳＡ

（東京都品川区東品川２丁目３―
14）

481 1.5

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―11 448 1.4

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービ
ス　　　　　　 信託銀行株式会

社）

東京都千代田区有楽町１丁目13―1

（東京都中央区晴海１丁目８ ―

12）

400 1.2

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービ
ス　　　　　　　　　　　　　　　

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目３―
３

（東京都中央区晴海１丁目８ ―

12）

271 0.8

計 ― 17,448 53.0
 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 854 千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 448 〃
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（8）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（その他） ― ― 　　　　　　　―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 24,000
 

― 　　　　　　　―

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,860,000
32,860

単元株式数は1,000株であ

ります。

単元未満株式
普通株式

46,749
― 　　　　　　　―

発行済株式総数 32,930,749 ― 　　　　　　　―

総株主の議決権 ― 32,860 　　　　　　―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式661株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数
（株）

他人名義

所有株式数
（株）

所有株式数

の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区築地二

丁目12番10号
24,000 ― 24,000 0.1

計 ― 24,000 ― 24,000 0.1
 

 

（9）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

（10）【従業員株式所有制度の内容】

　

① 従業員株式所有制度の概要

当社は、従業員の財産形成の一助、及び自社の経営への参加意識の向上を目的として、従業員持株会制度

を導入しております。

当該制度では、会員となった従業員からの拠出金及び拠出金に対する一定の奨励金を原資とし、定期的に

株式の買付けを行っております。

　

② 従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

特段の定めは設けておりません。

　

③ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社従業員に限定しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

　当事業年度における取得自己株式 666 147,186

　当期間における取得自己株式 464 114,144
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を
― ― ― ―

行った取得自己株式

消却の処分を行った取
― ― ― ―

得自己株式

合併、株式交換、会社

― ― ― ―分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

その他（ 　― 　 ） ― ― ― ―

保有自己株式数 24,661 ─ 25,125 ─
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日まで単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、上下水道・ガス事業を中心とする公共性の高い業種であり、長期にわたり安定的な経営基盤の確立が重要

であると考えており、株主各位への安定的な配当の維持を基本方針としております。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うこととしておりますが、中間配当を実施することも可能であ

ります。

中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、配当の決議機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総

会であります。

当事業年度の剰余金配当につきましては、平成26年３月期連結の業績及び財政状況（当期純利益８億28百万円、自

己資本比率58.1％）を鑑み、期末配当を１株当たり３円とし、中間配当（１株当たり３円）と合わせ、１株当たり配

当金は年間で６円としております。

内部留保資金の使途につきましては、経営体質の強化及び今後の事業展開に備えることとし、株主各位の長期的な

利益の確保をはかってまいります。

 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年10月31日
取締役会決議

98 3.00

平成26年６月25日
定時株主総会決議

98 3.00
 

 

４ 【株価の推移】

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 154 289 274 286 265

最低（円） 105 88 147 133 195
 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 265 249 242 245 221 241

最低（円） 215 233 218 220 201 209
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

22/86



 

５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
― 笹　田　幹　雄 昭和27年７月２日生

昭和50年４月 川崎製鉄株式会社入社（現：ＪＦＥス

チール株式会社）

（注）4 ―

平成11年４月 同社水島製鉄所条鋼圧延部長

平成17年４月 ＪＦＥスチール株式会社常務執行役員

平成20年４月 同社専務執行役員

平成21年６月 豊平製鋼株式会社代表取締役社長

平成24年４月 ＪＦＥ鋼材株式会社代表取締役社長

平成26年４月 当社常勤顧問

平成26年６月 当社代表取締役社長就任（現）

取締役 管理本部長 安　田　　　勉 昭和29年１月29日生

昭和52年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）3 5

平成12年４月 当社生産工程部長

平成13年７月 当社業務部長

平成17年３月 当社総務部長

平成21年４月 当社ダクタイル営業本部長

平成21年６月 当社取締役就任（現）

平成25年６月 当社管理本部長就任（現）

取締役 製造本部長 清　野　邦　夫 昭和29年４月17日生

昭和48年７月 当社入社

（注）4 18

平成15年４月 当社鋳鉄管製造部部長

平成20年４月 当社副工場長

平成21年10月 当社製造本部長（現）

平成22年６月 当社取締役就任（現）

取締役
商品技術

センター長
今　橋　和　彦 昭和33年４月15日生

昭和56年４月 当社入社

（注）4 7

平成14年５月 当社鉄蓋製造部長

平成18年４月 当社商品開発部長

平成24年１月 当社品質保証部長（現）

平成25年８月 当社商品技術センター長（現）

平成26年６月 当社取締役就任（現）

取締役
ガス営業

本部長
中　根　宏　行 昭和33年12月17日生

昭和57年４月 東京ガス株式会社入社

（注）4 ―

平成12年７月 同社西部導管事業部多摩導管ネット

ワークセンター所長

平成19年４月 同社首都圏東導管部東部導管ネット

ワークセンター所長

平成22年４月 同社防災・供給部幹線グループマネー

ジャー

平成26年４月 当社ガス営業本部常勤顧問

平成26年６月 当社取締役ガス営業本部長就任（現）

平成26年６月 日鋳サービス株式会社代表取締役社長

（現）

平成26年６月 株式会社鶴見工材センター代表取締役

社長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役 ─ 大　島　健　二 昭和39年10月14日生

平成元年４月
川崎製鉄株式会社入社（現：ＪＦＥス

チール株式会社）

（注）4 ─

平成15年４月

ＪＦＥスチール株式会社西日本製鉄所

倉敷地区製鋼部第２製鋼工場長兼第１

製鋼工場長

平成17年10月
同社西日本製鉄所企画部企画室主任部

員

平成23年４月 同社西日本製鉄所倉敷地区製鋼部長

平成23年６月 水島合金鉄株式会社取締役

平成26年４月
ＪＦＥスチール株式会社製鋼技術部長

（現）

平成26年６月 当社取締役就任（現）

監査役

（常勤）
― 北　原　雄　二 昭和33年３月13日生

昭和51年4月 当社入社

（注）6 ―

平成16年５月 当社鋳鉄管製造部技術室長

平成19年７月 当社生産管理部長

平成22年４月 当社製造本部生産管理部長

平成25年11月 当社常勤監査役就任（現）

監査役 ― 江 口 忠 夫 昭和31年3月24日生

昭和54年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）5 ─

平成15年４月 ＪＦＥエンジニアリング株式会社人事

部人事室長

平成21年４月 同社人事部長

平成22年４月 同社常務執行役員

平成24年４月 同社常勤監査役就任（現）

平成24年６月 当社監査役就任（現）

監査役 ― 今　井　祥　隆 昭和36年９月21日生

昭和59年４月 日本鋼管株式会社入社

（注）6 ─

平成20年４月 ＪＦＥスチール株式会社薄板営業部薄

板室長（部長）

平成21年６月 豊平製鋼株式会社監査役（非常勤）

平成23年４月 ＪＦＥスチール株式会社監査部長

平成23年６月 ＪＦＥシビル株式会社監査役（非常

勤）

平成25年10月 ジェイ エフ イーホールディングス株

式会社監査役事務局部長(現)

平成25年11月 当社監査役就任（現）

計 30
 

 
 

(注) １ 取締役 大島　健二は、社外取締役であります。

 ２ 監査役 江口 忠夫及び今井　祥隆は、社外監査役であります。

 ３ 取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ４ 取締役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ５ 監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ６ 監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) 企業統治の体制の概要

当社は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」として、法令の遵守に基づく公正な企業活動を

基本に据え、経営の健全性と透明性を高めることを企業統治の要とし、事業経営の有効性と効率性の向上に努める

とともに、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実に向けて「ＣＳＲ会議」の設置その他の様々な取り組みを

行っております。

企業理念並びに定款、取締役会規則などをはじめとする、業務遂行にかかわるすべての規程・規則が遵守される

ようはかるとともに、企業活動にかかわる法令変更または社会環境の変化に従い諸規程・規則について適宜見直し

を行うことにしております。

業務執行は、各部門の業務規程等に則り行われており、業務執行の適正性と財務報告の正確性を確保しておりま

す。

　

(2) 企業統治の体制を採用する理由

業務の意思決定・執行及び監督について、リスク管理、コンプライアンスの徹底及び内部統制の向上をはかるた

め、以下の体制を採用しております。(平成26年６月27日現在）
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(3) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、まず会社の諸機関が法定の権限と義務を忠実に遂行することを基本

としております。即ち取締役会は、業務の執行を決定し、取締役の職務の執行状況を監査するため、原則毎月１回

定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。会社の業務執行は、社長（代表取締役）が

前述の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」を社内徹底するとともに、権限と責任を明確にし、

円滑な情報の伝達を可能とする組織体制に基づき効率的に行っております。なお、経営会議を原則毎月１回開催

し、重要方針及び経営執行に関する基本方針等を審議しております。

リスク管理体制は、基本的には内部統制システムと表裏一体なものとなっております。なお、コンプライアンス

に関するリスクにつきましては、グループ企業倫理規程を設け、企業の行動目標と行動規準を明らかにするととも

に、法令遵守のための各種研修会を実施することにより、経営層はもとより一般社員に至るまでコンプライアンス

に対する意識の浸透、具体的な行動規範の徹底をはかっており、あわせて内部監査及び法務業務の充実に努め、絶

えず業務執行の妥当性と適法性のチェックを行っております。リスクの管理はグループ会社管理規程及び各部門が

該当する業務管理規程等に基づき、当該部門担当取締役の指導の下に行い、当該部門担当取締役は、発生の予見さ

れるリスク及び発生したリスクの対応について取締役会に報告し、リスク管理上の問題点について速やかに必要な

措置を講じるものとしております。

なお、リスク管理に係る体制整備については、当社及びグループ各社において行うものとしております。

　

［取締役会］

取締役の定数につきましては、13名以内とする旨を定款に定めております。

また、当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うこと及び累積投票によらない旨、定款に定めております。

当社の取締役会は、１名の社外取締役を含む６名（平成26年６月27日現在）で構成され、原則毎月１回定例取締

役会が開催され、監査役も出席して取締役会の意思決定及び取締役の業務執行状況、リスク認識を監視しておりま

す。

さらに重要案件が生じた場合には、随時臨時取締役会を開催して意思決定をしております。

なお、当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的として、会社法第309条第２項の規定によるものとされる決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨、定款に定めておりま

す。

また、当社は、以下の株主総会決議事項につき取締役会で決議できる旨、定款に定めております。

　

１　機動的な資本政策が遂行できることを目的として、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によっ

て、自己の株式を取得することができる旨、定款に定めております。

２　株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載また

は記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当(中間配当)をす

ることができる旨、定款に定めております。

３　取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第１項の規定によ

り、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役及び監査役(取締役及び監査役であった者を含む)の責

任を法令の限度において免除することができる旨、定款に定めております。
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［監査役・監査役会］

当社は、監査役制度を採用し監査役会を設置しております。

監査役会は、社外監査役２名を含んだ３名（平成26年６月27日現在）で構成しており、定期的に開催しておりま

す。

常勤監査役の監査活動は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い行われており、監査役会は、原則として

毎月１回開催しております。監査役は、取締役会等の重要な会議への出席のほか、取締役等からその職務の執行状

況等の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、会計監査人からの監査報告の聴取、子会社か

らの営業報告の聴取や子会社の業務及び財産状況の調査等により、取締役の職務の執行を監査しております。な

お、平成25年11月12日開催の臨時株主総会終結の時をもって辞任した常勤監査役である太田 毅氏は長年経理部門を

担当した経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりました。

　

［内部監査］

内部監査部署として社長（代表取締役）直属の監査室が設けられており、要員は２名であります。

監査室は、社長（代表取締役）から指示された監査テーマにつき、社長（代表取締役）の承認を得た監査実施計画

に基づき、業務監査を実行するとともに、取締役及び使用人の職務の執行を監査し、その結果を社長及び監査役等

に報告しております。

また、監査室は、内部統制監査の結果について会計監査人及び監査役に報告する等、相互に連携することによ

り、会計監査人及び監査役が当社の内部統制に関する理解を深め、より効率的、効果的な監査が行われるよう努め

ております。

　

［会計監査人］

会計監査人につきましては、新日本有限責任監査法人を選任しており、同監査法人による監査が四半期、期末の

みならず期中においても適宜実施されております。

当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありませ

ん。

 

［ＣＳＲ会議］

コーポレート・ガバナンスをより充実し全社横断的なリスク管理を行うため、ＣＳＲ会議規程に基づき、社長を

議長としたＣＳＲ会議を設置しており、問題点の把握・共有化とリスクの重要性、緊急性に応じた管理・対応を

行っております。
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(4)　会社と社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引その他の関係

　

・　提出会社の社外取締役及び社外監査役の員数

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

平成26年６月27日現在

役名 氏名 略歴

取締役 大 島 健 二 ＪＦＥスチール株式会社　製鋼技術部長

監査役 江 口 忠 夫 ＪＦＥエンジニアリング株式会社　監査役

監査役 今 井 祥 隆
ジェイ エフ イーホールディングス株式会社　監査役事務局部

長
 

　

・　社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引関係その他の利害関係

　ＪＦＥスチール株式会社は平成26年３月末において当社の議決権を29.2％所有しており、当社と同社の間に

は、第１[企業の概況]３[事業の内容]に記載のとおり営業取引がございますが、これは通常の取引であり、社外

取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。

また、ＪＦＥエンジニアリング株式会社は平成23年２月まで当社の議決権を29.2％を所有しており、当社は同

社の重要な関連会社でありました。ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社はＪＦＥスチール株式会社及び

ＪＦＥエンジニアリング株式会社の完全親会社（純粋持株会社）になりますが、社外監査役と当社との取引関係

等の利害関係はありません。

　

・　社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

大島 健二氏には、これまで培ってきた豊富な業務経験と知識を活かして、客観的な観点から当社の経営全般に

亘り必要な助言をいただくことを期待して社外取締役として招聘いたしました。また、江口 忠夫、今井 祥隆の

両氏は経営の客観性や中立性の重視の観点から社外監査役に選任いたしました。なお、平成25年11月12日開催の

臨時株主総会終結の時をもって辞任した社外監査役である辻 裕一氏はジェイ エフ イーホールディングス株式会

社の経理部長を担当した経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりました。

社外取締役及び社外監査役と当社の間に特別な利害関係はありません。

　

・　社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

社外取締役及び社外監査役は、出席した取締役会において独立した立場で適宜発言を行うことで企業統治にお

いて重要な役割を果たしており、選任状況は適切であります。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めておりませ

んが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

　

・　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携並び

に内部統制部門との関係

社外取締役は、取締役会において必要な情報収集を行い、経営者としての経験から適宜質問を行い、意見交換

を行う等連携をはかっております。

　社外監査役は、取締役会や監査役会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜行っており、監査役監

査においてはその独立性、中立性、専門性を十分に発揮し、監査を実施するとともに、内部監査室、他の監査役

及び会計監査人と連携をはかり情報収集や意見交換を行っております。

　

・　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役と会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償の限度額は100万円または法令が規定する最低限度

額のいずれか高い額であります。

以上は積極的な経営による企業価値の向上と、社外の有能な人材の確保を目的としたものであります。
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(5)　役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる

役員の員数
（人）基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役
57 49 ― ― 8 5

（社外取締役を除く。）

監査役
15 13 ― ― 2 3

（社外監査役を除く。）

社外役員 1 1 ― ― ― 4
 

　

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ 役員及び監査の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第88期定時株主総会決議において年額150百万円以内と決議

いただいております。また、監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第90期定時株主総会決議において

年額42百万円以内と決議いただいております。

　

(6)　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

業務執行社員

谷 上 和 範

新日本有限責任監査法人中 島 康 晴

中 村 裕 輔
 

　

　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ６名  

その他 ７名  
 

　(注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。
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(7)　株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 

　銘柄数 ７ 銘柄

　貸借対照表計上額の合計額 111 百万円
 

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 40 取引関係等の円滑化のため

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 9,969 17 取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 0 取引関係等の円滑化のため
 

　

みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 655

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 102

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。
 

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 42 取引関係等の円滑化のため

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 9,969 19 取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 0 取引関係等の円滑化のため
 

　

みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 668

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 103

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。
 　
(注)１ 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

２ みなし保有株式は、退職給付信託として信託設定したものであり、当社の貸借対照表には計上されておりませ

ん。なお、みなし保有株式の「貸借対照表計上額（百万円）」欄には、事業年度末日におけるみなし保有株式

の時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載しております。

　

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

提出会社 21 ― 23 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 21 ― 23 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,498 1,572

  受取手形及び売掛金 *3  5,181 5,303

  商品及び製品 2,350 2,742

  仕掛品 385 367

  原材料及び貯蔵品 580 557

  繰延税金資産 111 95

  その他 131 144

  貸倒引当金 △111 △90

  流動資産合計 10,128 10,692

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,116 5,213

    減価償却累計額 △3,891 △3,975

    建物及び構築物（純額） 1,224 1,237

   機械装置及び運搬具 15,949 16,597

    減価償却累計額 △13,652 △13,993

    機械装置及び運搬具（純額） 2,297 2,603

   工具、器具及び備品 2,885 2,835

    減価償却累計額 △2,722 △2,687

    工具、器具及び備品（純額） 163 148

   土地 3,293 3,293

   リース資産 404 409

    減価償却累計額 △184 △198

    リース資産（純額） 219 210

   建設仮勘定 3 4

   有形固定資産合計 *1  7,202 *1  7,498

  無形固定資産 199 230

  投資その他の資産   

   投資有価証券 108 111

   破産更生債権等 28 11

   退職給付に係る資産 - 126

   繰延税金資産 32 41

   その他 146 26

   貸倒引当金 △27 △11

   投資その他の資産合計 287 306

  固定資産合計 7,689 8,035

 資産合計 17,818 18,727
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 *3  2,372 2,172

  短期借入金 *1  1,603 *1  2,415

  未払法人税等 528 291

  賞与引当金 137 132

  その他 *3  852 1,265

  流動負債合計 5,495 6,278

 固定負債   

  長期借入金 *1  505 140

  繰延税金負債 261 167

  退職給付引当金 192 -

  役員退職慰労引当金 53 41

  退職給付に係る負債 - 419

  負ののれん 86 75

  その他 602 543

  固定負債合計 1,702 1,386

 負債合計 7,197 7,664

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金 264 264

  利益剰余金 8,341 8,873

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 10,457 10,989

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9 11

  退職給付に係る調整累計額 - △111

  その他の包括利益累計額合計 9 △100

 少数株主持分 153 173

 純資産合計 10,620 11,062

負債純資産合計 17,818 18,727
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② 【連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 14,274 14,074

売上原価 *1, *3  10,872 *1, *3  10,919

売上総利益 3,401 3,155

販売費及び一般管理費 *2, *3  1,908 *2, *3  1,839

営業利益 1,492 1,316

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 1 1

 受取技術料 7 13

 負ののれん償却額 11 11

 貸倒引当金戻入額 42 22

 作業くず売却益 5 13

 その他 25 35

 営業外収益合計 94 98

営業外費用   

 支払利息 40 29

 その他 5 6

 営業外費用合計 45 35

経常利益 1,542 1,378

特別利益   

 固定資産売却益 *4  1 *4  2

 受取保険料 39 -

 特別利益合計 41 2

特別損失   

 固定資産売却損 - *5  0

 固定資産除却損 *6  14 *6  24

 災害による損失 58 -

 特別退職金 5 -

 特別損失合計 79 24

税金等調整前当期純利益 1,504 1,357

法人税、住民税及び事業税 648 531

法人税等調整額 △137 △26

法人税等合計 510 504

少数株主損益調整前当期純利益 993 852

少数株主利益 18 24

当期純利益 975 828

少数株主利益 18 24

少数株主損益調整前当期純利益 993 852

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 9 1

 その他の包括利益合計 *7  9 *7  1

包括利益 1,003 854

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 984 830

 少数株主に係る包括利益 18 24
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,855 264 7,498 △3 9,615

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △131 　 △131

当期純利益 　 　 975 　 975

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 843 △0 842

当期末残高 1,855 264 8,341 △4 10,457
 

 

 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △0 ― △0 136 9,751

当期変動額 　  　 　 　

剰余金の配当 　  　 　 △131

当期純利益 　  　 　 975

自己株式の取得 　  　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
9 ― 9 16 26

当期変動額合計 9 ― 9 16 868

当期末残高 9 ― 9 153 10,620
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 当連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,855 264 8,341 △4 10,457

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △296 　 △296

当期純利益 　 　 828 　 828

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 532 △0 531

当期末残高 1,855 264 8,873 △4 10,989
 

 

(単位：百万円)

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 9 ― 9 153 10,620

当期変動額 　  　 　 　

剰余金の配当 　  　 　 △296

当期純利益 　  　 　 828

自己株式の取得 　  　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
1 △111 △110 20 △89

当期変動額合計 1 △111 △110 20 442

当期末残高 11 △111 △100 173 11,062
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,504 1,357

 減価償却費 895 871

 負ののれん償却額 △11 △11

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △48 △38

 賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △5

 
退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

106 -

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） - △12

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △55

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 92

 受取利息及び受取配当金 △2 △2

 支払利息 40 29

 固定資産除売却損益（△は益） 13 21

 売上債権の増減額（△は増加） 272 △124

 たな卸資産の増減額（△は増加） △591 △350

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 18 17

 仕入債務の増減額（△は減少） △344 △225

 その他 137 △42

 小計 1,996 1,521

 利息及び配当金の受取額 2 2

 利息の支払額 △41 △32

 法人税等の支払額 △349 △765

 保険金の受取額 39 -

 災害損失の支払額 △58 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,589 726

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △580 △733

 有形固定資産の売却による収入 2 3

 無形固定資産の取得による支出 △119 △41

 投資活動によるキャッシュ・フロー △697 △771

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △300 1,100

 長期借入金の返済による支出 △889 △653

 リース債務の返済による支出 △86 △88

 セール・アンド・リースバックによる収入 64 58

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △131 △294

 少数株主への配当金の支払額 △2 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,346 118

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △453 74

現金及び現金同等物の期首残高 1,952 1,498

現金及び現金同等物の期末残高 *  1,498 *  1,572
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【注記事項】

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

 

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

 4社
 

連結子会社の名称

日鋳商事株式会社

株式会社鶴見工材センター

日鋳サービス株式会社

利根鉄工株式会社
 

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1)　持分法を適用した非連結子会社数

なし
 

(2)　持分法を適用した関連会社数

なし
 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計処理基準に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ａ　商品及び製品

移動平均法を採用しております。

ｂ　仕掛品

移動平均法を採用しております。

ｃ　原材料及び貯蔵品

主に移動平均法を採用しております。
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(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法を採用しております。ただし、連結子会社については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年
 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）
 

 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採用してお

ります。

 

(3)　重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しておりま

す。

 

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

 

(4)　退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。未認識数理計算上

の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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(5)　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお

ります。

 

(6)　負ののれんの償却に関する事項

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、その発生事由により５年間及び20年間で均等

償却しております。

 

(7)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 
（会計方針の変更）

 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び

退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職

給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超過する場合は退職給付に係る資産）として計上する

方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る資産及び負債に計上いたしま

した。

退職給付会計基準の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減して

おります。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が126百万円、退職給付に係る負債が419百万円計

上されております。また、繰延税金負債が61百万円減少し、その他の包括利益累計額が111百万円減少しており

ます。

なお、１株当たり純資産は3.4円減少しております。
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（未適用の会計基準等）

 

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日)

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

　

(2) 適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

 

 
（表示方法の変更）

 

　（連結損益及び包括利益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取技術料」及び「作業くず売却

益」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示し

ていた37百万円は、「受取技術料」７百万円、「作業くず売却益」５百万円、「その他」25百万円として組み

替えております。
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（連結貸借対照表関係）

 

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

土地 935 百万円 935 百万円

建物及び構築物 756 〃 751 〃

機械装置及び運搬具 2,121 〃 2,426 〃

計 3,812 百万円 4,113 百万円
 

 

　担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

短期借入金 308 百万円 632 百万円

長期借入金 82 〃 ― 〃

計 390 百万円 632 百万円

上記の資産に対する根抵当権限度額 10 百万円 10 百万円
 

 

 

２　保証債務

 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行か
らの借入保証額

23 百万円 18 百万円
 

 

 

※３　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

受取手形 411 百万円 ― 百万円

支払手形 445 〃 ― 〃

設備関係支払手形 52 〃 ― 〃
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     （連結損益及び包括利益計算書関係)

 

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

売上原価 1 百万円 1 百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

運送費 469 百万円 452 百万円

給料手当 549 〃 537 〃

退職給付費用 47 〃 39 〃

賞与引当金繰入額 47 〃 46 〃

役員退職慰労引当金繰入額 12 〃 10 〃

減価償却費 39 〃 33 〃
 

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

一般管理費 21 百万円 12 百万円

当期製造費用 2 〃 4 〃

計 23 百万円 17 百万円
 

 

※４　固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

工具、器具及び備品 1 百万円 1 百万円
 

 

※５　固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

機械装置及び運搬具 ― 百万円 0 百万円
 

 
※６　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

建物及び構築物 0 百万円 11 百万円

機械装置及び運搬具 6 〃 7 〃

工具、器具及び備品 7 〃 2 〃
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※７　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

その他有価証券評価差額金   
当期発生額 14 百万円 2 百万円

組替調整額 △0  〃  ― 〃

 税効果調整前 14 百万円 2 百万円

 税効果額 △5  〃 △0　 〃

 その他有価証券評価差額金 9 百万円 1 百万円

その他の包括利益合計 9 百万円 1 百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749
 

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 19,794 4,201 ― 23,995
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 4,201 株
 

　
３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年6月27日
定時株主総会

普通株式 131 4.00 平成24年3月31日 平成24年6月28日
 

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 6.00 平成25年3月31日 平成25年6月27日
 

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749
 

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 23,995 666 ― 24,661
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 666 株
 

　
３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月26日
定時株主総会

普通株式 197 6.00 平成25年3月31日 平成25年6月27日

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 98 3.00 平成25年9月30日 平成25年12月９日
 

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 98 3.00 平成26年3月31日 平成26年6月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

　

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

現金及び預金 1,498 百万円 1,572 百万円

現金及び現金同等物 1,498 百万円 1,572 百万円
 

 

（リース取引関係）

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、ＧＸの型枠及び管理業務におけるコンピュータ設備（工具、器具及び備品）であります。

 

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

 

１　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関から

の借入れによっております。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企

業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に必要な資金

調達を目的としたものであり、このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日及び残高を管理するととも

に、与信管理規定等に沿って財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。

 

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成し、流動性リスクを管理しております。

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 1,498 1,498 ―

（2）受取手形及び売掛金 5,181 5,181 ―

（3）投資有価証券 59 59 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,372) (2,372) ―

（5）短期借入金 (　950) ( 950) ―

（6）長期借入金 (1,159) (1,171) 12
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 1,572 1,572 ―

（2）受取手形及び売掛金 5,303 5,303 ―

（3）投資有価証券 62 62 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,172) (2,172) ―

（5）短期借入金 (2,050) (2,050) ―

（6）長期借入金 (　505) (　511) 6
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

 

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（6）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。なお、短期借入金に含まれる１年以内返済予定の長期借入金を含めておりま

す。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

 

（単位：百万円）

区分 平成25年３月31日 平成26年３月31日

非上場株式 48 48
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

 

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 １年以内

 （百万円）

現金及び預金 1,492

受取手形及び売掛金 5,181
 

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 １年以内

 （百万円）

現金及び預金 1,558

受取手形及び売掛金 5,303
 

 

(注４) 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（リース債務の返還予定額には残価保証額は含めておりません。）

 
前連結会計年度（平成25年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 950 ― ― ― ― ―

長期借入金 653 365 95 45 ― ―

リース債務 83 71 49 14 2 ―

合計 1,687 436 144 59 2 ―
 

 
当連結会計年度（平成26年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 2,050 ― ― ― ― ―

長期借入金 365 95 45 ― ― ―

リース債務 89 67 32 17 1 ―

合計 2,504 162 77 17 1 ―
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（有価証券関係）
　

１ その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 59 45 14

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 59 45 14

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 59 45 14
 

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 62 45 17

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 62 45 17

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 62 45 17
 

 

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）
 

該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）
 

該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）
　

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。
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（退職給付関係）

　前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)
 
 
１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度（子会社

のうち１社は自社の退職金制度）を設けております。

また、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。なお、当社においては、

退職給付信託を設定しております。

 

２　退職給付債務に関する事項

（百万円）

イ 退職給付債務 △1,963  

ロ 年金資産 1,610  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △352  

ニ 未認識数理計算上の差異 149  

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) 120  

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △82  

ト 前払年金費用 109  

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △192  
 

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

（百万円）

イ 勤務費用 99 (注)

ロ 利息費用 34  

ハ 期待運用収益 △10  

ニ 過去勤務債務の費用処理額 18  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 43  

ヘ 中小企業退職金共済制度掛金等 0  

ト 臨時に支払った割増退職金等 5  

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 192  
 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 

イ 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

ロ 割引率

1.5 ％
 

 

ハ 期待運用収益率

0.8 ％
 

 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理しております。)

 

ホ 数理計算上の差異の処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。)
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　当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)
 
１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度（子会社

のうち１社は自社の退職金制度）を設けております。なお、当社においては、退職給付信託を設定しておりま

す。

一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及

び退職給付費用を計算しており、また、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しており

ます。

 
２　確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,963 百万円

 勤務費用 106 〃

 利息費用 28 〃

 数理計算上の差異の発生額 3 〃

 退職給付の支払額 △69 〃

 その他 △0 〃

退職給付債務の期末残高 2,031 〃
 

 
（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 1,610 百万円

 期待運用収益 12 〃

 数理計算上の差異発生額 73 〃

 事業主からの拠出額 61 〃

 退職給付の支払額 △20 〃

年金資産の期末残高 1,738 〃
 

 
（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 2,031 百万円

年金資産 △1,738 〃

  292 〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 292 〃
 

 

退職給付に係る負債 419 百万円

退職給付に係る資産 △126 〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 292 〃
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（４）退職給付費用及びその他内訳項目の金額

勤務費用 106 百万円

利息費用 28 〃

期待運用収益 △12 〃

数理計算上の差異の当期の費用処理額 7 〃

過去勤務費用の当期の費用処理額 18 〃

確定給付制度に係る退職給付費用 149 〃
 

 
（５）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △101 百万円

未認識数理計算上の差異 △72 〃

合計 △173 〃
 

 
（６）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 8 ％

株式 70 ％

生命保険一般勘定 22 ％

その他 0 ％

合計 100 ％
 

 
②長期運用期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
（７）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 1.5 ％

長期期待運用収益率 0.8 ％
 

 
３　確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、0百万円でありました。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

55/86



 

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）  
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産       
　退職給付引当金  103 百万円  ― 百万円

　退職給付に係る負債  ―  〃  264  〃

　賞与引当金  53  〃  48  〃

　役員退職慰労引当金  19  〃  14  〃

　貸倒引当金  9  〃  25  〃

　固定資産減損損失  144  〃  143  〃

　資産除去債務  57  〃  57  〃

　未払事業税  40  〃  20  〃

　たな卸資産評価損  11  〃  3  〃

　繰越欠損金  9  〃  6  〃

　その他  24  〃  43  〃

繰延税金資産小計  471 百万円  628 百万円

評価性引当額  △154  〃  △149  〃

繰延税金資産合計  317 百万円  479 百万円
       

繰延税金負債       
　退職給付に係る資産  ― 　〃  △79 　〃

　買換資産圧縮積立金  △309 　〃  △308 　〃

　その他有価証券評価差額金  △5  〃  △6  〃

　子会社全面時価評価による繰延税金負債  △115  〃  △115  〃

　資産除去債務  △5  〃  ―  〃

繰延税金負債合計  △435  〃  △509  〃

繰延税金資産(負債)純額  △117 百万円  △30 百万円
 　

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。
　

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）  
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

流動資産―繰延税金資産  111 百万円  95 百万円

固定資産―繰延税金資産  32  〃  41  〃

固定負債―繰延税金負債  △261  〃  △167  〃
 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
　

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）  
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

法定実効税率  38.0％  ― 
（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.5％  ― 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.8％  ― 
住民税均等割  0.6％  ― 
負ののれん償却額  △0.3％  ― 
評価性引当額の増減額  △4.1％  ― 
連結消去受取配当金  0.6％  ― 
復興特別法人税分の税率差異  △0.5％  ― 
その他  △0.1％  ― 

税効果会計適用後の法人税等負担率  33.9％  ― 
 

(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が

見込まれる一時差異について、前連結会計年度の38.0％から36.0％に変更されております。

この税率変更による影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

 

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

 

(1) 当該資産除去債務の概要

当社保有の建物の一部についてはアスベストを含有した建材が使用されており、当該建物の使用期限を迎えた時

点で除去する義務を有しているため、法令上の義務により資産除去債務を計上しております。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を７年～９年と見積り、割引率は

0.583％～0.935％を使用しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

期首残高 164 百万円 161 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 〃 ― 〃

時の経過による調整額 1 〃 1 〃

資産除去債務の履行による減少額 △5 〃 ― 〃

期末残高 161 百万円 162 百万円
 

 

 
（賃貸等不動産関係）

 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

 

【セグメント情報】

 

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、販売市場・顧客の種類・業界に特有の規制環境等の類似性を考慮し、事業活動を展開しております。

従って、当社は販売市場の類似性を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ダクタイル鋳鉄関連」及

び「樹脂管・ガス関連」の２つを報告セグメントとしております。

「ダクタイル鋳鉄関連」は、水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM鉄蓋、水道用付属部品の製造

販売及び水道施設工事業、エンジニアリング事業を行っております。「樹脂管・ガス関連」は、ガス用ダクタイル鋳

鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジンコンクリート製品の製造販売、ガス

用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売を行ってお

ります。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の取引は、会社間の取引であり、市場価

格等に基づいております。

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

外部顧客への売上高 12,615 1,659 14,274 14,274 ― 14,274

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 34 34 34 △34 ―

計 12,615 1,693 14,308 14,308 △34 14,274

セグメント利益 1,269 222 1,492 1,492 0 1,492

セグメント資産 14,687 1,612 16,299 16,299 1,518 17,818

その他の項目       

減価償却費 845 50 895 895 ― 895

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
774 30 805 805 ― 805

 

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 0百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 1,518百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投

資有価証券）に係る資産等であります。
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

外部顧客への売上高 12,058 2,016 14,074 14,074 ― 14,074

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 40 40 40 △40 ―

計 12,058 2,057 14,115 14,115 △40 14,074

セグメント利益 1,012 307 1,320 1,320 △4 1,316

セグメント資産 15,411 1,797 17,208 17,208 1,518 18,727

その他の項目       

減価償却費 825 46 871 871 ― 871

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,189 31 1,220 1,220 ― 1,220

 

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 △4百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 1,518百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投

資有価証券）に係る資産等であります。
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【関連情報】

 

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,536 ダクタイル鋳鉄関連

安田㈱ 2,383 ダクタイル鋳鉄関連
 

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,657 ダクタイル鋳鉄関連

安田㈱ 2,227 ダクタイル鋳鉄関連

東京瓦斯㈱ 1,579 樹脂管・ガス関連
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりで

あります。

　（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 11 ― 11 11

当期末残高 86 ― 86 86
 

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりで

あります。

　（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 11 ― 11 11

当期末残高 75 ― 75 75
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
会社等

東京瓦斯㈱
東京都
港区

141,844

ガスの製

造・供給及

び販売等

(被所有)

直接 10.1

製品の売上、ガ

ス用配管材等保

管の受注先

製品の売

上、ガス用

配管材等保

管の受注先

1,579 売掛金 305

 

(注) １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

 
 
（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

ＪＦＥメカ
ニカル㈱

東京都
台東区

1,700

機械設備の

総合エンジ

ニアリング

(被所有)

直接 0.03
製造設備購入等

工場設備の
購入等

288 未払金 276

 

(注) １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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（１株当たり情報）

 

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日

 至 平成25年３月31日） 至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 318.08 円 330.91 円

１株当たり当期純利益金額 29.63 円 25.17 円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日

 至 平成25年３月31日） 至 平成26年３月31日）

当期純利益(百万円) 975 828

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 975 828

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,909 32,906
 

 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成25年３月31日） （平成26年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 10,620 11,062

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

153 173

(うち少数株主持分（百万円）） (　153) (　173)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 10,467 10,889

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数(千株)
32,906 32,906

 

 

 

（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 950 2,050 0.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 653 365 1.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務 83 89 ─ ─

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
505 140 2.1

平成27年７月31日～
平成28年８月31日

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
146 131 ─

平成27年４月30日～
平成30年11月30日

合計 2,339 2,776 ─ ―
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

３ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。なお、リース債務の返還予定額には残価保証額は含まれておりませ

ん。
　

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 95 45 ― ―

リース債務 67 32 17 1
 

 

【資産除去債務明細表】

 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（2）【その他】

 

１　連結会計年度終了後の状況

 

特記事項はありません。

 

２　当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 2,623 6,412 10,564 14,074

税金等調整前
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 217 635 1,102 1,357

四半期(当期)純利益金額 (百万円) 140 393 677 828

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 4.28 11.94 20.57 25.17
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 4.28 7.66 8.63 4.60
 

 

 

 
 
 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

66/86



２ 【財務諸表等】

（1）【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 909 820

  受取手形 *4  3,087 3,081

  売掛金 *1  1,723 *1  1,888

  製品 2,295 2,649

  仕掛品 331 300

  原材料及び貯蔵品 563 540

  繰延税金資産 94 88

  関係会社短期貸付金 133 353

  その他 *1  139 *1  141

  貸倒引当金 △122 △98

  流動資産合計 9,154 9,766

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 818 791

   構築物 106 109

   機械及び装置 2,150 2,451

   車両運搬具 1 1

   工具、器具及び備品 151 128

   土地 2,709 2,709

   リース資産 183 185

   有形固定資産合計 *2  6,121 *2  6,376

  無形固定資産   

   ソフトウエア 172 188

   その他 22 39

   無形固定資産合計 195 228

  投資その他の資産   

   投資有価証券 108 111

   関係会社株式 216 216

   関係会社長期貸付金 200 237

   その他 131 40

   貸倒引当金 △4 △4

   投資その他の資産合計 651 600

  固定資産合計 6,969 7,205

 資産合計 16,123 16,971
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 *4  1,341 1,404

  買掛金 *1  556 *1  496

  短期借入金 *2  950 *2  2,050

  1年内返済予定の長期借入金 *2  653 *2  365

  未払法人税等 503 239

  関係会社預り金 120 140

  賞与引当金 122 117

  その他 *1,*4  721 *1  1,071

  流動負債合計 4,967 5,884

 固定負債   

  長期借入金 *2  505 140

  繰延税金負債 143 125

  退職給付引当金 153 96

  役員退職慰労引当金 51 41

  その他 579 528

  固定負債合計 1,433 931

 負債合計 6,401 6,816

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金   

   資本準備金 264 264

   資本剰余金合計 264 264

  利益剰余金   

   利益準備金 463 463

   その他利益剰余金   

    買換資産圧縮積立金 558 557

    別途積立金 5,362 5,362

    繰越利益剰余金 1,211 1,645

   利益剰余金合計 7,596 8,028

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 9,712 10,144

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 9 11

  評価・換算差額等合計 9 11

 純資産合計 9,721 10,155

負債純資産合計 16,123 16,971
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 *1  12,126 *1  12,183

売上原価 *1  9,138 *1  9,531

売上総利益 2,988 2,652

販売費及び一般管理費 *1,*2  1,614 *1,*2  1,547

営業利益 1,373 1,105

営業外収益   

 受取利息 *1  6 *1  6

 受取配当金 *1  24 *1  23

 受取技術料 7 13

 業務受託手数料 *1  7 *1  7

 貸倒引当金戻入額 46 25

 作業くず売却益 5 12

 その他 *1  18 *1  18

 営業外収益合計 115 107

営業外費用   

 支払利息 *1  41 *1  29

 その他 2 3

 営業外費用合計 43 33

経常利益 1,445 1,179

特別利益   

 固定資産売却益 1 2

 受取保険金 39 -

 特別利益合計 40 2

特別損失   

 固定資産除却損 13 11

 災害による損失 58 -

 特別退職金 5 -

 特別損失合計 77 11

税引前当期純利益 1,408 1,169

法人税、住民税及び事業税 591 455

法人税等調整額 △121 △13

法人税等合計 469 442

当期純利益 939 727
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,855 264 264 463 559 5,362 402 6,788

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当  　 　 　 　 　 △131 △131

当期純利益 　 　 　 　 　 　 939 939

買換資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 △1 　 1 ―

税率変更に伴う積立

金の増加
　 　 　 　  　   

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― △1 ― 809 808

当期末残高 1,855 264 264 463 558 5,362 1,211 7,596
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △3 8,905 △0 △0 8,904

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △131 　 　 △131

当期純利益 　 939 　 　 939

買換資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 　

税率変更に伴う積立

金の増加
　 　 　 　 　

自己株式の取得 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

　 　 9 9 9

当期変動額合計 △0 807 9 9 816

当期末残高 △4 9,712 9 9 9,721
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,855 264 264 463 558 5,362 1,211 7,596

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △296 △296

当期純利益 　 　 　 　 　 　 727 727

買換資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 △1 　 1 ―

税率変更に伴う積立

金の増加
　 　 　 　 0 　 △0 ―

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― △1 ― 433 431

当期末残高 1,855 264 264 463 557 5,362 1,645 8,028
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4 9,712 9 9 9,721

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △296 　 　 △296

当期純利益 　 727 　 　 727

買換資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 　 　

税率変更に伴う積立

金の増加
　 　 　 　 　

自己株式の取得 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

　 　 1 1 1

当期変動額合計 △0 431 1 1 433

当期末残高 △4 10,144 11 11 10,155
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【注記事項】

 

（重要な会計方針）

 

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1） 子会社株式

移動平均法による原価法

（2） その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（1）原材料及び貯蔵品

移動平均法を採用しております。

（2）製品・仕掛品

移動平均法を採用しております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ２～50年

機械及び装置 ２～15年
 

 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）
 

 

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採用しており

ます。
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４　引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。

 

（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 
（4） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

 

５　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

 

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1） 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

 
（2） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

　

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等規

則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変更

しております。

　

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項により、記

載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同条

第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略しており

ます。

　

(損益計算書関係)

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取技術料」及び「作業くず売却益」は、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた31百万円は、「受取

技術料」７百万円、「作業くず売却益」５百万円、「その他」18百万円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

 

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

短期金銭債権 928 百万円 747 百万円

短期金銭債務 157 〃 140 〃
 

 

※２　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金550百万円及び、1年内返済予定の長期借入金82百万円の担保として、根抵当権限度額（10百万円）に

供しているものは、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

土地 935 百万円 935 百万円

建物 756 〃 751 〃

機械及び装置 2,121 〃 2,426 〃

計 3,812 百万円 4,113 百万円
 

 

　３　保証債務

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行か
らの借入保証額

23 百万円 18 百万円
 

 

※４　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

受取手形 366 百万円 ― 百万円

支払手形 445 〃 ― 〃

設備関係支払手形 52 〃 ― 〃
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（損益計算書関係）

 

※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

営業取引による取引高     
売上高 1,433 百万円 1,330 百万円

仕入高 1,023 〃 1,098 〃

有償支給高等 66 〃 84 〃

営業取引による取引高 149 〃 175 〃
 

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

運送費 458 百万円 442 百万円

給料手当 390 〃 379 〃

賞与引当金繰入額 41 〃 40 〃

退職給付費用 45 〃 33 〃

役員退職慰労引当金繰入額 11 〃 9 〃

減価償却費 24 〃 19 〃
     

おおよその割合     

販売費 58 ％ 59 ％

一般管理費 42 〃 41 〃
 

　
 
 

（有価証券関係）

 

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載し

ておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

子会社株式 216 216
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（税効果会計関係）

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産       

　退職給付引当金  89 百万円  107 百万円

　賞与引当金  46  〃  41 　〃

　役員退職慰労引当金  18  〃  14  〃

　貸倒引当金  0  〃  19  〃

　固定資産減損損失  144  〃  143  〃

　資産除去債務  57  〃  57  〃

　たな卸資産評価損  2  〃  3  〃

　未払事業税  38  〃  17  〃

　その他  15  〃  14  〃

繰延税金資産小計  412 百万円  419 百万円

評価性引当額  △142  〃  △142  〃

繰延税金資産合計  270 百万円  277 百万円

       

繰延税金負債       

　買換資産圧縮積立金  △309  〃  △308  〃

　その他有価証券評価差額金  △5  〃  △6  〃

　資産除去債務  △5  〃  ―  〃

繰延税金負債合計  △319  〃  △314  〃

繰延税金資産（負債）純額  △49 百万円  △37 百万円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率  38.0％  35.6％

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.4％  0.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.8％  △0.9％

住民税均等割  0.5％  0.6％

評価性引当額の増減額  △4.3％  ― 

復興特別法人税分の税率差異  △0.6％  0.5％

その他  0.1％  1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  33.3％  37.8％
 

 
３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異について、前連結会計年度の38.0％から35.6％に変更されております。

この税率変更による影響は軽微であります。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

77/86



 

（重要な後発事象）

　

連結子会社の吸収合併

　当社は、平成25年11月28日開催の取締役会において、連結子会社である利根鉄工株式会社を吸収合併することを決

議し、吸収合併契約を締結し、平成26年4月1日付けで吸収合併いたしました。

　

１.　利根鉄工株式会社の概要（平成26年３月31日現在）

（1） 名称 利根鉄工株式会社

（2） 所在地 群馬県佐波郡玉村町大字福島122番地の１

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役　飯野　栄樹

（4） 事業内容
鋳鉄製品、瓦斯水道用機械器具の製造仕入

並びに販売

（5） 資本金 20百万円

（6） 設立年月日 昭和36年11月24日

（7） 発行株式数 40,000株

（8） 決算期 ３月31日

（9） 株主構成 当社　100％

（10） 純資産 296百万円

（11） 総資産 993百万円
 

　

２.　吸収合併の理由

利根鉄工株式会社とは、当社の異形管等の製造会社としてこれまでも緊密な連携関係を築いてまいりました

が、今後更なる意思決定の迅速化と組織運営の効率化を図り経営基盤を強化することを目的として、当該子会社

を吸収合併することにいたしました。

　

３.　吸収合併の方式

当社を存続会社、利根鉄工株式会社を消滅会社とする吸収合併方式で、利根鉄工株式会社は解散いたしまし

た。

　

４.　実施日（効力発生日）

平成26年４月１日

　

５.　会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分)に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。

なお、これにより、翌事業年度において抱合せ株式消滅差益として、264百万円を特別利益に計上いたします。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累

計額

有形固定資産 建物 818 49 3 73 791 2,782

 構築物 106 19 0 16 109 684

 機械及び装置 2,150 785 6 478 2,451 12,784

 車両運搬具 1 0 0 0 1 115

 工具、器具及び備品 151 92 2 113 128 2,484

 土地 2,709 ― ― ― 2,709 ―

 建設仮勘定 ― 130 130 ― ― ―

 リース資産 183 71 0 69 185 159

 計 6,121 1,150 143 751 6,376 19,010

無形固定資産 借地権 15 16 ― ― 32 ―

 ソフトウェア 172 27 ― 11 188 ―

 電話加入権 6 ― ― ― 6 ―

 計 195 43 ― 11 228 ―
 

　
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 火災報知機無停電電源更新 6 百万円

構築物 小粉新置場前道路コンクリ舗装 8 〃

機械及び装置 大管溶射ショットブラスト設備 140 〃

 大管溶射　溶射装置 110 〃

 中口径ＧＸ管搬送装置新設工事 91 〃

工具、器具及び備品 金枠 78 〃

建設仮勘定
セールアンドリースバック取引に
よる

60 〃

 ＧＸ管搬送装置 62 〃

リース資産 ＧＸ型枠 61 〃

ソフトウェア 販売出荷管理システム 25 〃

    
 

　
２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 第五工場屋根張替え 2 百万円

機械及び装置 モルタル洗浄加温設備新設 2 〃

建設仮勘定
セールアンドリースバック取引に
よる

60 〃

 ＧＸ管搬送装置 62 〃
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【引当金明細表】

 

科目  
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

貸倒引当金  127 102 127 102

賞与引当金  122 117 122 117

役員退職慰労引当金  51 9 19 41
 

 

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（3）【その他】

 

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

特別口座の振替  

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。ただし事故その他のやむを得な

い事由により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載して

おります。

当社の広告掲載URLは次のとおりであります。
　http://www.nichu.co.jp

株主に対する特典 なし
 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

 

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
（1） 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書   
    
 事業年度　第109期（自　平成24年４月１日 至　平成25年３月31日）  平成25年６月28日

関東財務局長に提出。

    
    
（2） 内部統制報告書   
    
 事業年度　第109期（自　平成24年４月１日 至　平成25年３月31日）  平成25年６月28日

関東財務局長に提出。

    
    

（3） 四半期報告書及び確認書   
    

 第110期第１四半期（自　平成25年４月１日 至　平成25年６月30日）  平成25年８月９日
関東財務局長に提出。

    
 第110期第２四半期（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）  平成25年11月13日

関東財務局長に提出。

    
 第110期第３四半期（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）  平成26年２月10日

関東財務局長に提出。

    
    
（4） 臨時報告書   
    

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(定時株主総会における
議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

 平成25年６月28日
関東財務局長に提出。

    
 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(臨時株主総会における

議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書
 平成25年11月13日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成２６年６月27日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

  取 締 役 会  御 中

 

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  谷  上  和  範   印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  島  康  晴   印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  村  裕  輔   印

業 務 執 行 社員  
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本鋳鉄管株式会社の平

成２６年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日本鋳鉄管株式会社が平成２６年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
 

 
 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２６年６月27日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  谷  上  和 範    印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  島  康 晴    印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  村  裕 輔    印

業 務 執 行 社員  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第１１０期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本鋳

鉄管株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

　２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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